
◎デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデ

ジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律 
（令和五年六月一六日法律第六三号）   

一、提案理由（令和五年五月一一日・衆議院地域活性化・こども政策・デジタル社会形

成に関する特別委員会） 

○河野国務大臣 デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル

社会形成基本法等の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び内容の概要

を御説明申し上げます。 

 国民がデジタルを活用した、よりよいサービスを享受できる社会を実現するためには、

経済社会の仕組みを、デジタル時代に合ったものにつくり直していく必要があります。 

 このため、デジタル臨時行政調査会を立ち上げ、二〇二四年六月までにアナログ規制

を一掃することとしております。 

 この法律案は、デジタル臨時行政調査会におけるこれまでの検討などを踏まえ、デジ

タル社会の形成を図るための規制改革を推進するために必要な法律上の措置を講ずるも

のであります。 

 次に、この法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、情報通信技術の効果的な活用のための規制の見直しを、デジタル社会の形成

に関する施策の策定に係る基本方針として位置づけることとしております。あわせて、

行政機関等における情報通信技術の効果的な活用や、いわゆるテクノロジーマップなど

の規制の見直しに資する情報の公表及び活用について定めることとしております。 

 第二に、フロッピーディスク等の記録媒体を提出することとされている申請等の行政

手続について、オンラインにより行うことができるようにすることとしております。 

 第三に、特定の場所における書面の掲示を求めている、いわゆる書面掲示規制につい

て、その内容をインターネットを利用して公衆の閲覧に供しなければならないこととす

るなどの措置を講じ、いつでもどこでも必要な情報を確認できるようにすることで、利

便性や安心、安全の向上を図ることとしております。 

 なお、この法律は、一部を除き、公布の日から起算して一年を超えない範囲内におい

て政令で定める日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院地域活性化・こども政策・デジタル社会形成に関する特別委員長報告（令和

五年五月二五日） 

○橋本岳君 ただいま議題となりました法律案につきまして、地域活性化・こども政

策・デジタル社会形成に関する特別委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上

げます。 

 本案は、デジタル臨時行政調査会におけるアナログ規制の見直しに関する検討等を踏



まえ、デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するために必要な法律上の措置

を講ずるものであります。 

 その主な内容は、 

 第一に、デジタル規制改革を国の基本方針とすることとしております。 

 第二に、規制の見直しに資するデジタル技術に関する情報の公表及び活用について定

めることとしております。 

 第三に、フロッピーディスク等による行政手続について、オンラインにより行うこと

ができるようにすることとしております。 

 第四に、書面掲示規制が設けられている書面の内容について、インターネットによる

閲覧等を可能とすることとしております。 

 本案は、去る四月二十七日、本会議において趣旨説明及び質疑が行われた後、同日本

委員会に付託されました。 

 本委員会においては、五月十一日河野デジタル大臣から趣旨の説明を聴取し、十八日

から質疑に入り、二十三日質疑を終局いたしました。質疑終局後、討論を行い、採決い

たしましたところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年五月二三日） 

政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用等について遺憾なき

を期すべきである。 

一 デジタル化の推進により、人手不足の解消や新しい産業の創出が期待される一方、

雇用が失われる懸念があることに鑑み、労働移動が公正なルールに基づいて行われる

よう留意すること。 

二 令和五年一月、国土交通省近畿地方整備局の河川監視カメラに不正アクセスがあっ

た事案を踏まえ、不正アクセスや情報漏えい等を防止するため、セキュリティ対策の

一層の向上を図ること。 

三 標識、利用料金等の書面掲示規制の見直しに当たっては、適用除外となる中小・零

細事業者の範囲を適切に定めた上で、周知徹底すること。また、今後、法令改正を行

う必要が生じたとしても、中小・零細事業者に対するデジタル化の強制とならないよ

う留意すること。 

四 定期検査・点検規制のデジタル化に当たっては、事故が発生した際の責任の所在に

留意しつつ、安全性の確保に万全を期すこと。また、安全性を確保する手法として、

デジタル技術を過信せず、人的な技術力の向上にも努めること。特に、保育に関する

規制については、こどもの生命や身体の安全を守り、保育の質を維持するため、原則、

年一回以上の実地検査を行うこと。 

五 土地区画整理事業における建築物等の移転又は除却に関する公告等のデジタル化に



当たっては、デジタル技術に不慣れな人も情報を得ることができるよう配慮すること。 

六 警備業、自動車運転代行業及び探偵業に関する認定証や届出証明書の廃止に当たっ

ては、認定を受けた事業者や届出をした事業者の信用性を担保するとともに、消費者

トラブルを防止するため、必要な対策を講ずること。 

三、参議院地方創生及びデジタル社会の形成等に関する特別委員長報告（令和五年六月

一四日） 

○鶴保庸介君 ただいま議題となりました法律案につきまして、地方創生及びデジタル

社会の形成等に関する特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、情報通信技術の進展を踏まえたその効果的な活用のための規制の見直し

を推進するため、デジタル社会形成基本法、情報通信技術を活用した行政の推進等に関

する法律等の関係法律について所要の規定の整備を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、行政手続等のデジタル化の取組状況、諸施策に関しデジタル

庁が果たす役割、書面掲示規制に関する事業者への支援等について質疑が行われました

が、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党の伊藤委員より反対の旨の意見

が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和五年六月九日） 

政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずるべきである。 

一 デジタル化の推進により、人手不足の解消や新しい産業の創出が期待される一方、

雇用が失われる懸念があることに鑑み、労働移動が公正なルールに基づいて行われる

よう留意すること。 

二 令和五年一月、国土交通省近畿地方整備局の河川監視カメラに不正アクセスがあっ

た事案を踏まえ、不正アクセスや情報漏えい等を防止するため、セキュリティ対策の

一層の向上を図ること。 

三 標識、利用料金等の書面掲示規制の見直しに当たっては、適用除外となる中小・零

細事業者の範囲を適切に定めた上で、周知徹底すること。また、今後、法令改正を行

う必要が生じたとしても、中小・零細事業者に対するデジタル化の強制とならないよ

う留意すること。 

四 定期検査・点検規制のデジタル化に当たっては、事故が発生した際の責任の所在に

留意しつつ、安全性の確保に万全を期すこと。また、安全性を確保する手法として、

デジタル技術を過信せず、人的な技術力の向上にも努めること。特に、保育に関する

規制については、こどもの生命や身体の安全を守り、保育の質を維持するため、原則、



年一回以上の実地検査を行うこと。 

五 土地区画整理事業における建築物等の移転又は除却に関する公告等のデジタル化に

当たっては、デジタル技術に不慣れな人も情報を得ることができるよう配慮すること。 

六 警備業、自動車運転代行業及び探偵業に関する認定証や届出証明書の廃止に当たっ

ては、認定を受けた事業者や届出をした事業者の信用性を担保するとともに、消費者

トラブルを防止するため、必要な対策を講ずること。 

七 地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しの支援に当たっては、地方公共

団体に過度な負担を強いることとならないよう留意すること。 

八 デジタル化による各種行政手続に不具合や問題がある場合は、即座に公表するとと

もに、問題解決のために取扱いやルールを変えた場合には、同種の不具合や問題で困

っている人などにも配慮した上で対応に万全を期すこと。 

  右決議する。 

  

 


